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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

第２四半期
連結累計期間

第71期
第２四半期

連結累計期間
第70期

会計期間 自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 ( 千円) 2, 877, 727 2, 764, 802 6, 043, 385

経常利益 ( 千円) 394, 499 218, 731 707, 860

親会社株主に帰属する
四半期( 当期) 純利益 ( 千円) 287, 822 260, 837 595, 449

四半期包括利益又は包括利益 ( 千円) 320, 340 294, 389 657, 839

純資産額 ( 千円) 4, 410, 678 5, 161, 416 4, 948, 737

総資産額 ( 千円) 11, 129, 521 11, 444, 821 11, 584, 557

１株当たり四半期( 当期) 純利益金額 ( 円) 116. 98 101. 88 239. 41

潜在株式調整後１株当たり
四半期( 当期) 純利益金額 ( 円) ― ― ―

自己資本比率 ( ％) 36. 7 41. 8 39. 7

営業活動によるキャッシュ・フロー ( 千円) 381, 500 251, 211 953, 996

投資活動によるキャッシュ・フロー ( 千円) △ 272, 044 △ 216, 536 △ 485, 575

財務活動によるキャッシュ・フロー ( 千円) △ 259, 669 △ 315, 588 △ 31, 355

現金及び現金同等物の
四半期末( 期末) 残高 ( 千円) 1, 527, 608 1, 833, 973 2, 114, 887

 

 

回次
第70期

第２四半期
連結会計期間

第71期
第２四半期

連結会計期間

会計期間 自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 ( 円) 53. 84 31. 94
 

( 注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
４. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。
５．当社は、第71期第２四半期連結会計期間より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が所有

する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上しております。このため、１株
当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において当該株式数を控除する自己株式に含めて
おります。
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２ 【事業の内容】
当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

( 1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和の実施等を背景とし

て景気は緩やかな回復基調が続いております。また、輸入品は物価上昇の影響を受けるものの、消費増税後の低

迷が一巡し、個人消費はもち直しが見られております。一方、米国経済は堅調に推移したものの、新興国経済の

鈍化やギリシャ問題など先行きの不透明感が続いております。

住宅市場は、昨年４月の消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減の影響が薄れており、当第２四半期連結

累計期間の新設住宅着工戸数は前年同期比で増加しております。一方、建設労働者不足や建設資材及び労務費の

上昇の常態化により、依然として厳しい状況で推移しております。

このような経営環境のもとで、当社グループは市場ニーズに合致した製品開発とサービス向上を図り、積極的

な販売活動を推進してまいりました。

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は2, 764, 802千円（前年同期比3. 9％減）、営業利益は228, 734千円

（前年同期比42. 1％減）、経常利益は218, 731千円（前年同期比44. 6％減）となりました。また特別利益として、

取締役４名及び平成27年６月に退任した取締役１名より役員退職慰労金受給権の全部または一部辞退の申し出を

受け、役員退職慰労引当金戻入額137, 450千円を計上したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益は260, 837

千円（前年同期比9. 4％減）となりました。

 

セグメント業績を示すと、次のとおりであります。

①　木材環境ソリューション事業

施工部材などの取扱い品目を増やし売上高増加に努めたものの、マンション用床材が伸び悩み、売上高は

2, 554, 201千円（前年同期比4. 1％減）となりました。また接着剤原料価格及び電気料金単価が下落傾向にある

ものの、生産数量の減少や人件費増加に伴う付加価値減少により、セグメント利益（営業利益）は225, 726千円

（前年同期比46. 1％減）となりました。

②　ファシリティ事業

テナントの稼働は堅調に推移したものの、売上高は210, 600千円（前年同期比1. 3％減）、セグメント利益

（営業利益）は99, 436千円（前年同期比4. 4％減）となりました。

　

EDINET提出書類
東京ボード工業株式会社(E31123)

四半期報告書

 4/21



 

( 2) 財政状態の分析

（資産の部）

当第２四半期連結会計期間における資産の残高は11, 444, 821千円となり、前連結会計年度末に比べ139, 736千円減

少いたしました。機械装置及び運搬具が372, 161千円増加、商品及び製品が96, 495千円増加、繰延税金資産が65, 336

千円増加したものの、現金及び預金が280, 913千円減少、建設仮勘定が266, 192千円減少、受取手形及び売掛金が

122, 463千円減少したことが主たる要因であります。

（負債の部）

当第２四半期連結会計期間における負債の残高は6, 283, 404千円となり、前連結会計年度末に比べ352, 415千円減

少いたしました。繰延税金負債が87, 792千円増加、未払金が42, 965千円増加したものの、役員退職慰労引当金が

239, 335千円減少、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が196, 010千円減少したことが主たる要因で

あります。

（純資産の部）

当第２四半期連結会計期間における純資産の残高は5, 161, 416千円となり、前連結会計年度末に比べ212, 679千円

増加いたしました。親会社株主に帰属する四半期純利益の計上が主たる要因であります。

 

( 3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ280, 913千円減少し、1, 833, 973千円（前年同期比306, 365千円増）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は251, 211千円（前年同期比130, 288千円減）と

なりました。これは主に、役員退職慰労引当金の減少234, 004千円及びたな卸資産が101, 523千円増加したもの

の、税金等調整前四半期純利益360, 310千円、減価償却費185, 235千円を計上したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は216, 536千円（前年同期比55, 507千円増）とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得208, 070千円、無形固定資産の取得13, 516千円によるものでありま

す。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は315, 588千円（前年同期比55, 918千円減）とな

りました。これは主に、長期借入金の返済196, 010千円、配当金の支払76, 678千円、社債の償還38, 000千円に資金

を使用したことによるものです。

 

( 4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、対処すべき課題の重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

( 5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は23, 067千円であります。

 

( 6) 従業員数

当第２四半期連結累計期間において、従業員数の著しい変動はありません。

 

( 7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売の実績の著しい変動はありません。

 
( 8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】
( 1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数( 株)

普通株式 13, 120, 000

計 13, 120, 000
 

 

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数( 株)

( 平成27年９月30日)

提出日現在
発行数( 株)

( 平成27年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3, 660, 369 3, 660, 369 東京証券取引所
( 市場第二部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 3, 660, 369 3, 660, 369 ― ―
 

 

( 2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

( 3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

( 4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

( 5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数

( 株)

発行済株式
総数残高

( 株)

資本金増減額
( 千円)

資本金残高
( 千円)

資本準備金
増減額
( 千円)

資本準備金
残高

( 千円)
平成27年７月１日～
平成27年９月30日 - 3, 660, 369 - 221, 000 - 19, 956
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( 6) 【大株主の状況】
  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数
( 株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合( ％)

井上　弘之 東京都杉並区 744, 543 20. 34

セイホク株式会社 東京都文京区本郷１丁目25番５号 270, 000 7. 38

Ｔ・Ｂ・Ｈ株式会社 東京都中野区南台３丁目31番15号 235, 535 6. 43

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託
口・７５８４３口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 85, 200 2. 33

ＪＫホールディングス株式会社 東京都江東区新木場１丁目７番22号 78, 070 2. 13

鈴木　吉助 東京都中野区 58, 250 1. 59

東京ボード工業従業員持株会 東京都江東区新木場２丁目11番１号 50, 950 1. 39

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 50, 000 1. 37

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 50, 000 1. 37

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 50, 000 1. 37

計 － 1, 672, 548 45. 69
 

( 注) １．上記のほか当社所有の自己株式1, 014, 825株（27. 72％）があります。
２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・７５８４３口）の所有株式数は、当社が

保有する当社株式を役員報酬ＢＩＰ信託に拠出したものであります。
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( 7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
   平成27年９月30日現在

区分 株式数( 株) 議決権の数( 個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式( 自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式( その他) ― ― ―

完全議決権株式( 自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1, 014, 800
― ―

完全議決権株式( その他) 普通株式
2, 644, 800 26, 448 ―

単元未満株式 普通株式
769 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 3, 660, 369 ― ―

総株主の議決権 ― 26, 448 ―
 

( 注) １．「完全議決権株式( その他) 」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ
信託口・７５８４３口）が保有する当社株式85, 200株（議決権の数852個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。
 

② 【自己株式等】
  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称 所有者の住所

自己名義
所有株式数

( 株)

他人名義
所有株式数

( 株)

所有株式数
の合計
( 株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合( ％)

（自己保有株式）
東京ボード工業株式会社

東京都江東区新木場二丁
目11番１号 1, 014, 800 - 1, 014, 800 27. 72

計 ― 1, 014, 800 - 1, 014, 800 27. 72
 

( 注) 　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・７５８４３口）が保有する当社株式85, 200
株は、上記には含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】
前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】
　

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」( 平成19年内閣府令

第64号) に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間( 平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで) 及び第２四半期連結累計期間( 平成27年４月１日から平成27年９月30日まで) に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
( 1)  【四半期連結貸借対照表】

           ( 単位：千円)
          前連結会計年度

( 平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

( 平成27年９月30日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 2, 114, 887 1, 833, 973
  受取手形及び売掛金 1, 570, 956 1, 448, 492
  商品及び製品 208, 184 304, 679
  仕掛品 59, 851 67, 710
  原材料及び貯蔵品 119, 757 116, 926
  繰延税金資産 74, 743 142, 724
  その他 50, 034 51, 096
  貸倒引当金 △ 965 △ 970
  流動資産合計 4, 197, 449 3, 964, 633
 固定資産   
  有形固定資産   
   建物及び構築物 3, 206, 886 3, 213, 308
    減価償却累計額 △ 2, 323, 719 △ 2, 351, 693
    建物及び構築物（純額） 883, 166 861, 615
   機械装置及び運搬具 7, 711, 845 7, 775, 179
    減価償却累計額 △ 7, 230, 121 △ 6, 921, 294
    機械装置及び運搬具（純額） 481, 723 853, 884
   土地 5, 461, 165 5, 461, 165
   建設仮勘定 290, 222 24, 030
   その他 142, 446 149, 710
    減価償却累計額 △ 124, 119 △ 128, 201
    その他（純額） 18, 326 21, 509
   有形固定資産合計 7, 134, 604 7, 222, 204
  無形固定資産 36, 567 40, 730
  投資その他の資産   
   投資有価証券 70, 676 73, 532
   長期貸付金 1, 815 1, 551
   破産更生債権等 14, 000 14, 000
   繰延税金資産 3, 743 1, 099
   敷金及び保証金 95, 525 96, 396
   その他 44, 575 45, 072
   貸倒引当金 △ 14, 400 △ 14, 400
   投資その他の資産合計 215, 936 217, 252
  固定資産合計 7, 387, 108 7, 480, 187
 資産合計 11, 584, 557 11, 444, 821
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           ( 単位：千円)
          前連結会計年度

( 平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

( 平成27年９月30日)

負債の部   
 流動負債   
  支払手形及び買掛金 683, 272 723, 424
  1年内償還予定の社債 76, 000 76, 000
  1年内返済予定の長期借入金 392, 020 417, 020
  未払金 154, 050 197, 015
  未払法人税等 35, 341 42, 877
  賞与引当金 48, 784 75, 684
  その他 261, 759 158, 907
  流動負債合計 1, 651, 227 1, 690, 928
 固定負債   
  社債 358, 000 320, 000
  長期借入金 2, 246, 500 2, 025, 490
  繰延税金負債 1, 369, 169 1, 456, 961
  役員退職慰労引当金 239, 335 -
  退職給付に係る負債 188, 203 200, 675
  受入敷金保証金 322, 235 322, 235
  資産除去債務 261, 149 261, 781
  その他 - 5, 331
  固定負債合計 4, 984, 592 4, 592, 475
 負債合計 6, 635, 820 6, 283, 404
純資産の部   
 株主資本   
  資本金 221, 000 221, 000
  資本剰余金 90, 516 114, 201
  利益剰余金 5, 700, 188 5, 884, 215
  自己株式 △ 1, 430, 035 △ 1, 453, 720
  株主資本合計 4, 581, 669 4, 765, 696
 その他の包括利益累計額   
  その他有価証券評価差額金 15, 229 17, 181
  その他の包括利益累計額合計 15, 229 17, 181
 非支配株主持分 351, 839 378, 539
 純資産合計 4, 948, 737 5, 161, 416
負債純資産合計 11, 584, 557 11, 444, 821
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( 2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
           ( 単位：千円)
          前第２四半期連結累計期間

( 自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日

　至 平成27年９月30日)
売上高 2, 877, 727 2, 764, 802
売上原価 1, 798, 195 1, 820, 000
売上総利益 1, 079, 532 944, 801
販売費及び一般管理費   
 給料及び手当 184, 249 206, 459
 賞与引当金繰入額 25, 269 34, 122
 退職給付費用 5, 337 5, 735
 役員退職慰労引当金繰入額 3, 120 316
 その他 466, 759 469, 432
 販売費及び一般管理費合計 684, 736 716, 066
営業利益 394, 796 228, 734
営業外収益   
 受取利息 173 220
 受取配当金 2, 311 2, 343
 受取家賃 809 1, 843
 受取保険金 8, 239 1, 903
 その他 6, 902 2, 383
 営業外収益合計 18, 435 8, 695
営業外費用   
 支払利息 16, 285 14, 734
 社債利息 1, 087 891
 その他 1, 360 3, 072
 営業外費用合計 18, 732 18, 698
経常利益 394, 499 218, 731
特別利益   
 固定資産売却益 - 5, 579
 役員退職慰労引当金戻入額 - 137, 450
 受取補償金 5, 000 -
 特別利益合計 5, 000 143, 029
特別損失   
 固定資産売却損 - 31
 固定資産除却損 - 1, 419
 特別損失合計 - 1, 450
税金等調整前四半期純利益 399, 499 360, 310
法人税、住民税及び事業税 83, 062 46, 320
法人税等調整額 △ 1, 454 21, 552
法人税等合計 81, 608 67, 872
四半期純利益 317, 890 292, 437
非支配株主に帰属する四半期純利益 30, 068 31, 599
親会社株主に帰属する四半期純利益 287, 822 260, 837
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
           ( 単位：千円)
          前第２四半期連結累計期間

( 自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日

　至 平成27年９月30日)
四半期純利益 317, 890 292, 437
その他の包括利益   
 その他有価証券評価差額金 2, 449 1, 952
 その他の包括利益合計 2, 449 1, 952
四半期包括利益 320, 340 294, 389
（内訳）   
 親会社株主に係る四半期包括利益 290, 271 262, 789
 非支配株主に係る四半期包括利益 30, 068 31, 599
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( 3)  【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           ( 単位：千円)
          前第２四半期連結累計期間

( 自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日

　至 平成27年９月30日)
営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税金等調整前四半期純利益 399, 499 360, 310
 減価償却費 169, 804 185, 235
 賞与引当金の増減額（△ は減少） 20, 500 26, 900
 役員退職慰労引当金の増減額（△ は減少） 3, 120 △ 234, 004
 退職給付に係る負債の増減額（△ は減少） 6, 246 12, 472
 受取利息及び受取配当金 △ 2, 484 △ 2, 564
 支払利息 17, 372 15, 626
 受取保険金 △ 8, 239 △ 1, 903
 固定資産売却損益（△ は益） - △ 5, 547
 固定資産除却損 - 1, 419
 売上債権の増減額（△ は増加） △ 81, 373 122, 463
 たな卸資産の増減額（△ は増加） △ 137, 756 △ 101, 523
 仕入債務の増減額（△ は減少） 28, 088 23, 789
 その他 49, 767 △ 104, 182
 小計 464, 546 298, 491
 利息及び配当金の受取額 2, 003 2, 068
 利息の支払額 △ 16, 711 △ 15, 011
 保険金の受取額 8, 239 1, 903
 法人税等の支払額 △ 76, 578 △ 36, 241
 営業活動によるキャッシュ・フロー 381, 500 251, 211
投資活動によるキャッシュ・フロー   
 有形固定資産の取得による支出 △ 272, 406 △ 208, 070
 有形固定資産の売却による収入 - 5, 639
 無形固定資産の取得による支出 - △ 13, 516
 その他 361 △ 588
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 272, 044 △ 216, 536
財務活動によるキャッシュ・フロー   
 長期借入金の返済による支出 △ 187, 210 △ 196, 010
 社債の償還による支出 △ 38, 000 △ 38, 000
 自己株式の取得による支出 △ 35 -
 配当金の支払額 △ 29, 524 △ 76, 678
 非支配株主への配当金の支払額 △ 4, 900 △ 4, 900
 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 259, 669 △ 315, 588
現金及び現金同等物の増減額（△ は減少） △ 150, 213 △ 280, 913
現金及び現金同等物の期首残高 1, 677, 822 2, 114, 887
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1  1, 527, 608 ※ 1  1, 833, 973
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【注記事項】

( 継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

( 会計方針の変更等)
　

当第２四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

（会計方針の変更）
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」
という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等
会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当
社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と
して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について
は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半
期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か
ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計
期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子
会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分
に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取
得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分
に記載する方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）
及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期
首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

( 追加情報)

（役員退職慰労金制度の廃止）

当社及び連結子会社は、平成27年６月22日開催の定時株主総会及び取締役会において、役員退職慰労金制度を

廃止し、廃止時点までの要支給額の打ち切り支給を決議しました。

なお、その際に受給対象の取締役４名及び平成27年６月に退任した取締役１名より役員退職慰労金受給権の全

部または一部辞退の申し出を受け、同取締役会においてこれを受諾したため、役員退職慰労引当金戻入額137, 450

千円の特別利益を計上するとともに、打ち切り支給未払額については、役員退職慰労引当金を固定負債の「その

他」5, 331千円に振替えております。

 

（役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当第２四半期連結会計期間より、取締役の中長期に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意

識を高めることを目的に、業績連動型株式報酬制度として「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25年12月25日）に準じております。

　平成27年９月30日現在において、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式数は85, 200株（134, 445千円）であり

ます。
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( 四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ １　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。
　

 
前第２四半期連結累計期間
( 自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
( 自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日)

現金及び預金 1, 527, 608 千円 1, 833, 973 千円

預入期間が３か月を超える定期預金 - 〃 - 〃

現金及び現金同等物 1, 527, 608 千円 1, 833, 973 千円
 

 

( 株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間( 自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１  配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
( 千円)

１株当たり
配当額( 円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会 普通株式 29, 524 12. 00 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間( 自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１  配当金支払額
 

決議 株式の種類 配当金の総額
( 千円)

１株当たり
配当額( 円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月22日
定時株主総会 普通株式 76, 810 30. 00 平成27年３月31日 平成27年６月23日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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( セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間( 自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
    ( 単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
( 注１)

四半期
連結損益計算書

計上額
( 注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 2, 664, 294 213, 432 2, 877, 727 - 2, 877, 727

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高 - - - - -

計 2, 664, 294 213, 432 2, 877, 727 - 2, 877, 727

セグメント利益 418, 890 104, 035 522, 925 △ 128, 129 394, 796
 

( 注) １．セグメント利益の調整額△ 128, 129千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社
費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

当第２四半期連結累計期間( 自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
    ( 単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
( 注１)

四半期
連結損益計算書

計上額
( 注２)

木材環境
ソリューション

事業

ファシリティ
事業 合計

売上高      

  外部顧客への売上高 2, 554, 201 210, 600 2, 764, 802 - 2, 764, 802

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高 - - - - -

計 2, 554, 201 210, 600 2, 764, 802 - 2, 764, 802

セグメント利益 225, 726 99, 436 325, 163 △ 96, 428 228, 734
 

( 注) １．セグメント利益の調整額△ 96, 428千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費
用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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( １株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第２四半期連結累計期間
( 自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
( 自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 116円98銭 101円88銭

( 算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益金額( 千円) 287, 822 260, 837

 普通株主に帰属しない金額( 千円) - -

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額( 千円) 287, 822 260, 837

 普通株式の期中平均株式数( 株) 2, 460, 368 2, 560, 344

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
 

( 注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２．株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、１株当たり四

半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第２四半
期連結累計期間85, 200株）。

 

( 重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】
　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月11日

東京ボード工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　
指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   土　　肥   　   真   印

 

　
指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士   中　　村   太　　郎   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京ボード工業

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間( 平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで) 及び第２四半期連結累計期間( 平成27年４月１日から平成27年９月30日まで) に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京ボード工業株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

( 注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社( 四半期報
告書提出会社) が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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